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凡        例 

 

（１）面積は、令和７年１月１日現在の「全国都道府県市区町村別面積調」(国土交通省国土地理院)による。 

 

（２）基本構想、施政方針、主要事業、沿革、姉妹都市・友好都市については、令和７年５月の市町村振興 

  課調査に対する市町村の報告による。 

 

（３）市町村長・副市町村長、議会については、原則として令和７年５月１日現在、行政機構については、 

  令和７年４月１日現在による。 

 

（４）市町村が国、県から地域指定を受けているものについて、次表に掲げる略称により表記している。 

 

 

地  域  指  定（根拠法令名） 

 

 

略 称 

 

辺地地域（辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に

関する法律） 

過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法） 

近畿圏（近畿圏整備法 第２条） 

近郊整備区域（近畿圏整備法 第１１条） 

振興山村（山村振興法） 

特定農山村地域（特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整

備の促進に関する法律） 

都市計画区域（都市計画法） 

半島振興区域（半島振興法） 

地方拠点都市地域（地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促

進に関する法律） 

辺地(辺地数) 

 

過疎 

近畿 

近郊 

山村 

特農 

 

都市計画 

半島 

拠点 

 

 

（５）職員数については、令和６年４月１日現在の市町村振興課調査による。 

 

（６）産業経済 

    ①農業については、２０２０年世界農林業センサスによる。 

  ②林業については、令和５年度奈良県林業統計による。 

  ③工業については、２０２４年経済構造実態調査による。 

    ④商業については、令和３年経済センサス－活動調査による。 

 

（７）歳入歳出、財政関係指標、基金、地方債残高、公営企業については、令和５年度地方財政状況調査（普

通会計決算統計）、地方公営企業決算状況調査の結果による。 

 

（８）健全化判断比率については、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく令和５年度決算値

による。 

 

（９）公共施設の状況 

  ①市町村道については、令和６年度道路施設現況調査による。 

  ②上水道等については、令和５年度地方公営企業決算状況調査による。 

  ③ごみ・し尿処理施設については、令和４年度一般廃棄物処理事業実態調査による。 

  ④耕地・林野面積については、令和６年度土地に関する概要調書による。 

  ⑤幼稚園、小・中学校数については、令和６年学校基本調査による。 

  ⑥その他の項目については、令和５年度公共施設状況調査の結果による。 
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※１ 団体におけるすべての会計等の状況は、奈良県ホームページ（https://www.pref.nara.jp/2013.htm） 

    に掲載しています。 
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